
　（総　則）

第１条 令和６年度津和野町下水道事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

人

685  

主要な建設改良事業

千円

　（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおり定める。なお、営業費用中の公営企業会計支援業務

3,183千円の財源にあてるため、企業債3,100千円を借り入れる。

第 1 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

第 3 項 千円

第 １ 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

第 3 項 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条

 不足する額 75,256千円は、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額6,608千円、引継金 13,347千円、

 当年度分損益勘定留保資金 55,301千円で補填するものとする。）。

第 １ 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

第 3 項 千円

第 4 項 千円

第 １ 款 千円

第 1 項 千円

第 2 項 千円

第 3 項 千円

議案第55号

(3) 一日平均処理水量

(4)

管渠整備事業

収　　　　　　　　　　　入

112,500

令 和 ６ 年 度 津 和 野 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

(1) 水 洗 化 人 口 2,100

(2) 年 間 総 処 理 水 量 250,000

下 水 道 事 業 収 益 233,035

営 業 収 益 58,584

営 業 外 収 益 174,151

支　　　　　　　　　　　出

下 水 道 事 業 費 用 233,148

特 別 利 益 300

営 業 費 用 205,814

営 業 外 費 用 25,327

特 別 損 失 2,007

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し

他 会 計 補 助 金 26,094

国 庫 補 助 金 40,000

収　　　　　　　　　　　入

資 本 的 収 入 215,994

企 業 債 148,300

負 担 金 等 1,600

支　　　　　　　　　　　出

資 本 的 支 出 291,250

建 設 改 良 費 114,290

企 業 債 償 還 金 176,959

投 資 1
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　（特例的収入及び支出）

第４条の２

 に属する債権及び債務として整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ3,336 千円及び2,608千円である。

　 (企業債）

第５条

千円

　（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は、100,000千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1)　営業費用及び営業外費用の間の流用（消費税及び地方消費税に不足が生じた場合）

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条

(1)　職員給与費 千円

　（他会計からの補助金）

第９条 下水道事業運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、141,538千円である。

津和野町長 下森　博之

令和６年３月８日 提出

（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる資金に
ついて、利率の
見直しを行った
後においては当
該見直し後の利
率）

15,478

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起債の目的 限　度　額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は

 それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

政府資金については、その融資条件によ
り、銀行その他の場合には、その債権者
と協定するものとする。
ただし、財政の都合により据置期間及び
償還期間を短縮し、もしくは繰上償還、
又は低利債に借換えることができる。

地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第４条第４項の規定により当該事業年度

下水道事業債

資本費平準化債

公営企業会計適用債

証書借入
又は

証券発行

年5.0％以内

75,000

73,300

3,100
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津和野町下水道事業会計

予算に関する説明書
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（単位：千円）

1 資 本 的 収 入 215,994

1 企 業 債 148,300

1 企 業 債 148,300

73,300

75,000

2 他 会 計 補 助 金 26,094

1 他 会 計 補 助 金 26,094

3 国 庫 補 助 金 40,000

1 国 庫 補 助 金 40,000

4 負 担 金 等 1,600

1 受益者負担金等 1,600

（単位：千円）

1 資 本 的 支 出 291,250

1 建 設 改 良 費 114,290

1 管渠建設改良費 114,290

117

370

273

30

41,500

72,000

2 企 業 債 償 還 金 176,959

1 企 業 債 償 還 金 176,959

132,413

43,821

725

3 投 資 1

1 基 金 積 立 金 1

支　　　　　　　　　　　出

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款 　　   項 目 予　　定　　額 備　　　　　考

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

資本費平準化債

旅費

燃料費

通信運搬費

委託料

備消品費

工事請負費

資本費平準化債

その他の企業債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債
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(単位：円)

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,310,217

減価償却費 127,995,830

賞与等引当金の増減額(△は減少) 1,776,000

長期前受金戻入額 △58,709,374

受取利息及び受取配当金 △380

支払利息 24,127,000

小計 96,499,293

利息及び配当金の受取額 380

利息の支払額 △24,127,000

    業務活動によるキャッシュ・フロー 72,372,673

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △103,900,000

国県補助金による収入 36,363,636

  26,094,000

受益者負担金等による収入 1,454,545

基金の積立による支出 △1,000

    投資活動によるキャッシュ・フロー △39,988,818

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 73,300,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △132,411,505

資本費平準化債による収入 75,000,000

資本費平準化債の償還による支出 △43,820,998

その他の企業債による収入 3,100,000

その他の企業債の償還による支出 △725,000

    財務活動によるキャッシュ・フロー △25,557,503

　資金増加額 6,826,352

　資金期首残高 12,619,204

　資金期末残高 19,445,556

令和６年度 津和野町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入
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給与費明細書

１　総括
（単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度 0 2 0 7,770 5,130 12,900 2,578 15,478

前年度

比　較 0 2 0 7,770 5,130 12,900 2,578 15,478

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き

　*　手当・法定福利費に引当金繰入額を含む

区　分 扶　養 住　居 特殊勤務 時間外勤務 通　勤 期　末 勤　勉

本年度 600 324 10 389 566 1,820 1,421

前年度

比　較 600 324 10 389 566 1,820 1,421

　ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度 0 2 0 7,770 5,130 12,900 2,578 15,478

前年度

比　較 0 2 0 7,770 5,130 12,900 2,578 15,478

区　分 扶　養 住　居 特殊勤務 時間外勤務 通　勤 期　末 勤　勉

本年度 600 324 10 389 566 1,820 1,421

前年度

比　較 600 324 10 389 566 1,820 1,421

　イ　会計年度任用職員 （単位：千円）

特別職(人） 一般職(人) 報　酬 給　料 手　当 計

本年度

前年度

比　較

区　分 扶　養 住　居 特殊勤務 時間外勤務 通　勤 期　末 勤　勉

本年度

前年度

比　較

２　給料及び手当の増減額の明細
（単位：千円）

区  分 増減額 備　考

7,770

5,130

　*　職員数欄の（）内は、短時間勤務職員数について外書き

職　員　数

地方公営企業法の適用

その他の増減分 地方公営企業法の適用

7,770

5,130

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

給　料

手　当

制度改正に伴う増減分

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

手当の内訳

区　分 法定福利費 合　計

職　員　数 給　与　費

職　員　数 給　与　費

区　分

その他の増減分

給　与　費

　*　職員数欄の（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時

     勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について（）外書き

増減事由別明細 説　明

法定福利費 合　計

手当の内訳
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３　給料及び手当の状況

ア．職員一人当りの給与 （単位：円、歳）

行（一） 行（二）

令和6年 平均給料月額 321,200 －

4月1日現在 平均給与月額 369,750 －

平均年齢 40.00 －

令和5年 平均給料月額 －

4月1日現在 平均給与月額 －

平均年齢 －

イ．初任給 （単位：円）

一般職 技能労務職

行（一） 行（二） 行（一） 行（二）

166,600 164,000 166,600 －

196,200 － 196,200 －

ウ．級別職員数 （単位：人、％）

職員数 構成比 職員数 構成比

7級

6級

5級 1 50.0

令和6年 4級 1 50.0

4月1日現在 3級

2級

1級

計 2 100.0

7級

6級 1 50.0

5級

令和5年 4級 1 50.0

4月1日現在 3級

2級

1級

計 2 100.0

（級別の標準的な職務内容）
区分 1級 2級 3級 4級 5級 6級

課  長
一般職
行（一）

区　分

区　分
国の制度

高校卒

大学卒

区分 級
一般職　行（一） 一般職　行（二）

主　事
技　師

副主任主事
副主任技師

主任主事
主任技師

係　長
主　幹

課長補佐
企 画 員
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エ．昇給 （単位：人、％）

2

2

0号給

1号給

2号給

3号給

4号給 1

6号給 1

8号給

100

0号給

1号給

2号給

3号給

4号給

6号給

8号給

オ．期末手当、勤勉手当 （単位：月分）

6月(月分)

2.25 有

2.25 有

カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位：月分）

20年
勤続
の者

24.586875

同上

キ．特殊勤務手当 （単位：％）

0.13
100.00

ク．その他の手当

代表的な職種

定年前早期退職特例措置
1～20%加算

同上

その他
加算措置

100 100

1

1

課長補佐
企 画 員

課  長

1 1

1 1

副主任主事
副主任技師

主任主事
主任技師

係　長
主　幹

前
年
度

職員数　a

昇給に係る職員数　b

号給数別内訳

比率　b／a

区　分
支給期別支給率

区　分 合計

本
年
度

職員数　a

昇給に係る職員数　b

号給数別内訳

比率　b／a

主　事
技　師

前年度  

12月(月分)

本年度 2.25 4.500

支給率計
（月分）

加算
措置

備　考

同上

区　分
25年
勤続
の者

35年
勤続
の者

最高
限度

支給率等 33.270750 40.803750 47.709000

国の制度 同上 同上

国の制度 2.25 4.500

区　分 全職種 主　事
技　師

副主任主事
副主任技師

主任主事
主任技師

係　長
主　幹

課長補佐
企 画 員

課  長

代表的な職種

各種徴収外勤従事手当

差異の内容

給料総額に対する比率

50.00

代表的な特殊勤務手当の名称

区分
国の制度との異同

支給対象職員の比率 50.00

扶養手当 同じ

住居手当 異なる

通勤手当 同じ

支給対象となる家賃額の下限：国16,000円、町12,000円
手当の上限額：国28,000円、町27,000円
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(単位：円)

1 固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 83,863,718

ロ 建 物 163,770,902

減 価 償 却 累 計 額 △ 81,648,253 82,122,649

ハ 構 築 物 5,743,363,227

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,877,852,012 3,865,511,215

ニ 機 械 及 び 装 置 909,288,095

減 価 償 却 累 計 額 △ 786,062,275 123,225,820

有 形 固 定 資 産 合 計 4,154,723,402

(2)無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 348,428

無 形 固 定 資 産 合 計 348,428

(3)投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 19,045,583

投資その他の資産合計 19,045,583

固  定  資  産  合  計 4,174,117,413

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 19,445,556

(2) 未 収 金 3,336,149

流  動  資  産  合  計 22,781,705

資    産    合    計 4,196,899,118

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 1,377,175,540

ロ 資本費平準化債 479,186,183

ハ そ の 他 の 企 業 債 80,550,000

1,936,911,723

固  定  負  債  合  計 1,936,911,723

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 141,543,763

ロ 資本費平準化債 44,531,575

ハ そ の 他 の 企 業 債 2,425,000

188,500,338

(2) 未 払 金 2,608,060

(3) 引 当 金

イ 賞 与 等 引 当 金 1,776,000

引  当  金  合  計 1,776,000

流  動  負  債  合  計 192,884,398

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 4,505,171,909

収 益 化 累 計 額 △ 2,539,262,640 1,965,909,269

繰  延  収  益  合  計 1,965,909,269

負    債    合    計 4,095,705,390

6 資      本      金

(1) 資 本 金 16,019,793

資   本   金   合   計 16,019,793

7 剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 国 県 補 助 金 32,090,978

ロ 他 会 計 補 助 金 51,772,740

資 本 剰 余 金 合 計 83,863,718

(2)利  益  剰  余  金

イ 当年度未処分利益剰余金 1,310,217

利 益 剰 余 金 合 計 1,310,217

剰   余   金   合   計 85,173,935

資    本    合    計 101,193,728

負  債  資  本  合  計 4,196,899,118

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

令和６年度 津和野町下水道事業予定貸借対照表

企 業 債 合 計

企　業　債　合　計

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

（令和７年３月３１日）
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(単位：円)

1 固     定     資     産

(1)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 83,863,718

ロ 建 物 163,770,902

減 価 償 却 累 計 額 △ 79,250,369 84,520,533

ハ 構 築 物 5,639,463,227

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,774,225,175 3,865,238,052

ニ 機 械 及 び 装 置 909,288,095

減 価 償 却 累 計 額 △ 764,207,308 145,080,787

有 形 固 定 資 産 合 計 4,178,703,090

(2)無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア 464,570

無 形 固 定 資 産 合 計 464,570

(3)投 資 そ の 他 の 資 産

イ 基 金 19,044,583

投資その他の資産合計 19,044,583

固  定  資  産  合  計 4,198,212,243

2  流     動     資     産

(1) 現 金 預 金 12,619,204

(2) 未 収 金 3,336,149

流  動  資  産  合  計 15,955,353

資    産    合    計 4,214,167,596

3  固     定     負     債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 1,445,419,303

ロ 資本費平準化債 448,717,758

ハ そ の 他 の 企 業 債 79,875,000

1,974,012,061

固  定  負  債  合  計 1,974,012,061

4 流      動      負      債

(1) 企 業 債

イ 建設改良費等の財源

に充てるための企業債 132,411,505

ロ 資本費平準化債 43,820,998

ハ そ の 他 の 企 業 債 725,000

176,957,503

(2) 未 払 金 2,608,060

流  動  負  債  合  計 179,565,563

5 繰      延      収      益

(1) 長 期 前 受 金 4,441,259,727

収 益 化 累 計 額 △ 2,480,553,266 1,960,706,461

繰  延  収  益  合  計 1,960,706,461

負    債    合    計 4,114,284,085

6 資      本      金

(1) 資 本 金 16,019,793

資   本   金   合   計 16,019,793

7 剰      余      金

(1)資  本  剰  余  金

イ 国 県 補 助 金 32,090,978

ロ 他 会 計 補 助 金 51,772,740

資 本 剰 余 金 合 計 83,863,718

剰   余   金   合   計 83,863,718

資    本    合    計 99,883,511

負  債  資  本  合  計 4,214,167,596

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

 令和６年度 津和野町下水道事業予定開始貸借対照表
(令和６年４月１日)

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　令和６年度より、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業について、地方公営企業会計基準を適用して、

　財務諸表等を作成している。

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　 8年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　10年～50年

　　      機械及び装置　　　　　　10年～20年

　 (2)　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      ソフトウェア　　　　　　　　　 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　退職給付引当金

        職員の退職手当は、下水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計がその全部を

      負担することになっているため、退職給付引当金は計上していない。

   (2)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年

      度の負担に属する額を計上する。

   (3)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）の

うち一般会計が負担すると見込まれる額は以下のとおりである。

（単位：円）

Ⅲ　セグメント情報に関する注記

　１　報告セグメントの概要

　　　津和野町下水道事業会計は、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、

　　各事業で運営方針等を決定していることから、報告セグメントを２つとしている。

　　　なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

特定環境保全公共下水道事業

農業集落排水事業

令和６年度予定開始 令和６年度

（令和６年４月１日） （令和７年３月３１日）

2,150,969,564 2,125,412,061

農業集落排水処理区域において汚水を処理する業務

特定環境保全公共下水道計画区域において汚水を処理する業務

事業の内容事業区分
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　２　報告セグメントごとの営業収益等

　　　前年度 （令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

該当なし

　　　当年度 （令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：円）

特定環境保全
公共下水道事業

農業集落排水事業

営業収益 52,543,638 719,091 53,262,729

営業費用 193,213,934 7,066,493 200,280,427

営業損益 △140,670,296 △6,347,402 △147,017,698

経常損益 2,367,037 642,019 3,009,056

セグメント資産 4,155,867,167 41,031,951 4,196,899,118

セグメント負債 4,055,636,541 40,068,849 4,095,705,390

その他の項目

他会計繰入金 109,250,000 6,194,000 115,444,000

減価償却費 125,182,258 2,813,572 127,995,830

特別利益 300,000 - 300,000

特別損失 1,798,839 200,000 1,998,839

有形固定資産及
び無形固定資産
の増加額

103,900,000 - 103,900,000

Ⅳ　リース契約に関する注記

　１　リース料総額が300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方法に準じた

会計処理を行っている。

事業区分

合計
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